
注文住宅・新築建替え
補助金ガイド
千葉・東京・埼玉
自治体別に比較できる22ページ版

この資料で確認できること

1 自治体単位で比較
複数制度を同じページにまとめ、候補を素早く確認できます。

2 申請時期を先に把握
契約前・着工前・完成後など、手続きの順序を見落としにくくして
います。

3 公式ページへ直接アクセス
制度ごとのQRコードから、最新の受付状況を確認できます。

情報確認日：2026年7月27日
※予算・受付状況は必ず契約前に再確認してください。

令 和 8 年 度 ｜ 2 0 2 6 年 度 版
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制度詳細｜令和8年度

全国制度
注文住宅・建替えで判断に必要な条件を整理

PAGE 03

みらいエコ住宅2026事業
千葉・東京・埼玉：最大110万円／戸

公式ページ

3つの申請区分｜対象世帯・性能条件・必要書類を比較

申請区分 対象世帯 主な性能 補助額（5～8地域）

GX志向型住宅 すべての世帯 断熱等級6以上／一次エネ35％以上削減
（再エネ除く）／HEMS等

110万円

長期優良住宅 子育て・若者夫婦 長期使用構造等＋所管行政庁の認定 75万円＋古家除却20万円

ZEH水準住宅 子育て・若者夫婦 断熱等級5以上／一次エネ20％以上削減
（再エネ除く）

35万円＋古家除却20万円

区分ごとの主な証明書
GX：BELS評価書、または設計・建設住宅性能評価書。
長期優良：長期優良住宅建築等計画認定通知書。
ZEH水準：BELS、住宅性能評価書、低炭素・性能向上計画の認定通知書、フラ
ット35S関係書類等のいずれか。

共通・世帯別の提出書類
共通：共同事業実施規約、工事請負契約書、確認申請書・確認済証な
ど。
GX：申請者の本人確認書類。長期優良・ZEH：住民票など、世帯構成を
確認できる書類。
古家除却を加算：解体工事の契約書、閉鎖事項証明書等。予約時は対象
証明書の「発行受付書」を使える場合があります。

期限：ZEH水準の予約は遅くとも2026年8月17日、交付申請は9月30日。GX・長期優良は予約11月16日、交付申請12月31日まで。いずれも予算上限到達が先です。

出典：国土交通省・環境省「みらいエコ住宅2026事業」公式サイト／参考PDF「002007344.pdf」 https://mirai-eco2026.mlit.go.jp/new-house/ 確認：2026-07-27 3 / 22

https://mirai-eco2026.mlit.go.jp/new-house/


制度詳細｜令和8年度

フラット35
注文住宅・建替えで判断に必要な条件を整理

PAGE 04

【フラット35】地域連携型
今回の新築対象 松戸・東京 指定事業とのセット

公式ページ

どのくらい金利が下がる？
子育て支援・空き家対策 年▲0.50％ 当初5年間
地域活性化 年▲0.25％ 当初5年間
機構の試算例では、3,000万円・35年・金利2.50％の場合、総返済額は約84
万円／約42万円軽減。融資手数料等を含まない概算です。

今回のエリア｜注文住宅で利用できる可能性
地域｜新築｜利用条件｜引下げ
松戸市｜対象｜子育て・若者夫婦世帯等の要件を満たし、市の対象証明書
を取得｜年▲0.50％
東京都全域｜対象｜東京ゼロエミ住宅の水準A・B（旧水準3を含む）＋対象
証明書｜年▲0.25％
葛飾区｜条件付｜対象区域内で、指定された建替え・耐震助成等を利用｜
年▲0.25％

現行一覧に掲載がない地域
千葉県｜流山・市川・鎌ケ谷・柏・船橋・野田
埼玉県｜三郷・八潮・越谷・吉川
自治体独自の補助金は利用できても、地域連携型の金利引下げとは別制度
です。

ご利用の流れ
指定された自治体事業の要件と、フラット35の融資・住宅技術基準の両方
を満たす
自治体から「地域連携型利用対象証明書」の交付を受ける
自治体・住宅金融支援機構の双方に予算枠がある
自治体の対象事業を事前確認 自治体へ証明書を申請 対象証明書を取得 取扱
金融機関へ提出

補助金の採択だけでは自動適用されません 自治体の対象証明書を取得し、取扱金融機関へ提出する必要があります。受付状況は自治体ごとに異なります。

出典：住宅金融支援機構「【フラット35】地域連携型」 制度概要 ／ 連携自治体一覧 確認：2026-07-27 4 / 22

https://www.flat35.com/loan/lineup/chiikirenkei/index.html


制度比較｜令和8年度

松戸市
3制度を、補助額・対象・申請時期・注意点の順で比較

PAGE 05

親元近居・同居住宅取得支援
最大 100 万円

公式ページ

補助額
近居 50万円 親世帯から直線2km以内
同居 75万円 建物内・専有部間を往来可能
市外転入加算 ＋25万円 直近1年以内の市内住民登録
等に注意

世帯・居住要件
子育て世帯： 交付申請時点で中学生以下の子と親を
含む世帯（出産予定を含む）
若者夫婦世帯： 交付申請時点で夫婦ともに42歳以
下

注文住宅の面積基準
｜近居｜同居

最重要：住宅取得契約の前に事前相談書を提出 建
物工事請負契約を締結済みの場合は対象外。交付
申請は建物所有権登記受付日から1年以内です。

結婚新生活住宅支援
最大 60 万円

公式ページ

補助上限
夫婦ともに29歳以下 60万円 婚姻日の年齢で判定
夫婦ともに39歳以下 30万円 29歳以下世帯を除く

注文住宅で対象となる費用
新築工事費用
新築住宅・中古住宅の購入費用

主な要件
2026年1月1日～2027年3月31日に婚姻届を提出・受
理
申請時に夫婦の住所が対象住宅の住所

申請期限 2026年6月1日～2027年3月31日必着。
予算額到達で受付終了。

住宅用省エネルギー設備等設置
費補助金

太陽光 2 万円／kW・上限6万円
公式ページ

補助額
太陽光発電 最大6万円 最大出力1kW当たり2万円
定置用蓄電池 最大7万円 SII登録製品等

太陽光の対象経費
太陽電池モジュール

申請・併用
申請期間：2026年4月1日～2027年2月26日
オンライン、メール、窓口、郵送（必着）で申請

住宅取得補助とは別制度 親元近居・同居補助は
「みらいエコ住宅2026」と併用不可ですが、本設
備補助は別途、対象経費の重複を確認してくださ
い。

出典：松戸市「親元近居・同居住宅取得支援」 松戸市 確認：2026-07-27　／　出典：松戸市「結婚新生活住宅支援」 松戸市 確認：2026-07-27　／　出典：松戸市「住宅用省エネルギー設備等設置費補助金」 松戸… 5 / 22

https://www.city.matsudo.chiba.jp/kurashi/sumai/tatemono_jyosei/3_sedaijuutaku.html
https://www.city.matsudo.chiba.jp/kurashi/sumai/tatemono_jyosei/marriage_new_life.html
https://www.city.matsudo.chiba.jp/kurashi/kankyou/tikyuuondanka/hojokin/shoene.html


制度比較｜令和8年度

流山市
2制度を、補助額・対象・申請時期・注意点の順で比較

PAGE 06

住宅用省エネルギー設備等脱炭素化促進事業
新築太陽光 6 万円＋上乗せ

公式ページ

新築住宅の補助額
太陽光｜1.5万円／kW・上限6万円
HEMS上乗せ｜新築1万円
蓄電池｜7万円
太陽光＋蓄電池上乗せ｜5万円（1住宅1回）
太陽光と蓄電池を同時申請しても上乗せ5万円は1回のみ。

設備・施工要件
太陽光・蓄電池とも未使用
新築は引渡日を確認できる書類を提出

申請
受付：2026年7月21日～2027年3月31日
申請時に流山市へ住民登録、市税滞納なし

次ページの高額太陽光補助とは選択 住宅用省エネ補助の太陽光は、他の流山市
太陽光補助と併用できない制度があります。自家消費率・FIT・補助額を比較し
てください。

地域脱炭素重点対策加速化事業
住宅用太陽光 35 万円・上限

公式ページ

補助額
住宅用太陽光 7万円／kW 上限35万円
家庭用蓄電池 1／3 上限37.6万円
蓄電池単価は14.1万円／kWhを算定上限として補助額を計算。

太陽光の要件
FIT認定を受けず、接続供給を行わない

蓄電池・申請
蓄電池は本補助の太陽光の付帯設備
申請期限：2027年2月26日必着

売電中心の計画には不向き FIT不可かつ年間30％以上の自家消費が必要。蓄電
池・昼間負荷・HEMSを含む電力計画を先に作成してください。

出典：流山市「住宅用省エネルギー設備等脱炭素化促進事業」 確認：2026-07-27　／　出典：流山市「地域脱炭素重点対策加速化事業費補助金」 確認：2026-07-27 6 / 22

https://www.city.nagareyama.chiba.jp/life/1002584/1002591/1024476/index.html
https://www.city.nagareyama.chiba.jp/life/1002584/1002591/1051545/1051549.html


制度比較｜令和8年度

市川市
2制度を、補助額・対象・申請時期・注意点の順で比較

PAGE 07

子育て世帯同居・近居スタート応援補助金
最大 30 万円

公式ページ

補助額
基本 10万円 新築・購入・建替え
市外転入加算 ＋10万円 市外から転入し同居・近居
ZEH加算 ＋10万円 ZEH住宅として認証

対象となる世帯
入居時に 小学校就学前の子ども がいる世帯（出産予定を含む）
申請者は住宅を取得する子育て世帯。祖父母世帯からの申請は不可

期間・確認事項
申請期間｜2026年5月1日～2027年3月31日
申請方法｜オンライン、郵送または窓口。申請時点で登記・住民登録完
了

ZEH加算は「BELS取得だけ」では対象になりません BELS評価書にZEH住宅で
あることと一次エネルギー消費削減率が記載されている必要があります。ZEH
水準住宅は加算対象外です。

スマートハウス関連設備導入費補助金
太陽光 5 万円／kW・上限22.5万円

公式ページ

補助額
住宅用太陽光｜5万円／kW・上限22万5,000円
定置用蓄電池｜上限7万円（太陽光設置が条件）
V2H｜対象経費の1／10・上限25万円
EV・PHV｜太陽光併設10万円、太陽光＋V2H併設15万円

太陽光の重要条件
申請者が自ら居住する市川市内の住宅
太陽光設備のリース契約は対象外

注文住宅で必要な資料
太陽光の金額内訳が分かる見積書・契約書

申請期限：2027年3月31日必着 設置完了後の申請。先着順で、太陽光とその他
設備は別予算枠です。

出典：市川市「子育て世帯同居・近居スタート応援補助金」 市川市 確認：2026-07-27　／　出典：市川市「スマートハウス関連設備導入費補助金」 市川市 確認：2026-07-27 7 / 22

https://www.city.ichikawa.lg.jp/page/4902.html
https://www.city.ichikawa.lg.jp/page/4761.html


制度比較｜令和8年度

鎌ケ谷市
2制度を、補助額・対象・申請時期・注意点の順で比較

PAGE 08

結婚新生活支援事業
最大 60 万円

公式ページ

補助上限
夫婦とも29歳以下 60万円 婚姻日時点
夫婦とも39歳以下 30万円 29歳以下世帯を除く

注文住宅で対象となる費用
住宅の取得費（新築住宅の取得を含む）
対象外： 土地代、倉庫・車庫、門・フェンス・植栽等の外構、家電購
入・設置費。

主な世帯要件
2026年1月1日～2027年3月31日に婚姻届が受理
申請時に夫婦が対象住宅へ居住し、住民登録

申請期間：2026年4月1日～2027年3月31日 予算到達で終了。工事請負契約
書・支払証明で住宅取得費と土地・外構等を分けて確認できるようにしてくだ
さい。

住宅用設備等脱炭素化促進事業
太陽光 1 万円／kW・上限3万円

公式ページ

主な補助額
太陽光｜1万円／kW・上限3万円
エネファーム｜上限10万円
蓄電池｜上限10万円
V2H｜購入費の1／10・上限25万円
EV・PHEV｜太陽光＋V2H併設15万円／太陽光併設10万円

新築住宅の適用
市内に新築・増改築した住宅への太陽光等が対象
未使用設備、申請時までに設置または引渡し完了

お申込みのポイント
申請期限：2027年1月29日17時

浄化槽補助は新築・建替えとも対象外 鎌ケ谷市の令和8年度合併処理浄化槽補
助は転換専用。新築・建替え・集合住宅は交付対象外です。

出典：鎌ケ谷市「結婚新生活支援事業」 確認：2026-07-27　／　出典：鎌ケ谷市「令和8年度住宅用設備等脱炭素化促進事業」 確認：2026-07-27 8 / 22

https://www.city.kamagaya.chiba.jp/kurashi-tetsuzuki/sumai/kekkonsinseikatu.html
https://www.city.kamagaya.chiba.jp/kurashi-tetsuzuki/sumai/josei-shinsei-seid/energy-hojo.html


制度比較｜令和8年度

柏市
2制度を、補助額・対象・申請時期・注意点の順で比較

PAGE 09

太陽光発電設備設置加速化補助金
上限 35 万円・受付停止中

公式ページ

補助額
補助対象経費の10／10 7万円／kW 最大5kW・上限35万円

設備要件
FIT等の認定を取得しない

新築契約の分離が必須
補助金交付決定前の太陽光契約は対象外
住宅請負・売買契約に太陽光が含まれると対象外

新規受付停止：2026年6月2日更新 執行予定額到達見込みのため受付停止。再
開時は柏市公式ページで告知されます。

ゼロカーボンシティ促進総合補助金
V2H 25 万円・上限

公式ページ

注文住宅で使いやすい設備
エネファーム｜上限10万円
蓄電池｜上限7万円・太陽光併設必須
V2H｜対象経費の1／10・上限25万円
EV・PHEV｜太陽光＋V2Hで15万円／太陽光で10万円

予算・受付
受付：2026年5月1日～2027年2月26日
設備導入完了後に申請

注文住宅での注意
蓄電池は太陽光の併設を証明
エコ窓改修は既存住宅向けのため新築対象外

太陽光本体は別制度 太陽光発電設備は加速化補助金の対象で、現在は新規受付
停止。このページの補助は蓄電池・V2H等です。

出典：柏市「太陽光発電設備設置加速化補助金」 確認：2026-07-27　／　出典：柏市「令和8年度ゼロカーボンシティ促進総合補助制度」 確認：2026-07-27 9 / 22

https://www.city.kashiwa.lg.jp/zerocarbon/taiyoko_hojyo.html
https://www.city.kashiwa.lg.jp/zerocarbon/ecosite/ondanka/shimin/r5ecohouse.html


制度比較｜令和8年度

船橋市
2制度を、補助額・対象・申請時期・注意点の順で比較

PAGE 10

住宅用設備等脱炭素化促進事業
太陽光 1.5 万円／kW・上限6万円

公式ページ

補助額
太陽光｜1.5万円／kW・上限6万円
エネファーム｜10万円
蓄電池｜7万円
V2H｜購入費の1／10・上限25万円
EV・PHEV｜太陽光＋V2H併設15万円／太陽光併設10万円

太陽光の要件
蓄電システムまたはHEMSを併設

申請・予算
申請：2026年5月1日～2027年2月26日
設備設置後に申請、先着順

施工中の写真を工程表に入れる パネルが一部でも写真で確認できないと受付不
可。屋根工事の完了前に全モジュールと銘板を撮影してください。

高度処理型合併処理浄化槽 転換補助
建替え時 57 万円・6～10人槽

公式ページ

建替え時の補助上限
5人槽 47.4万円 高度窒素除去型
6～10人槽 57万円 高度窒素除去型
建築確認を伴う建替えでは、撤去費・宅内配管費の上乗せは対象外。

対象になる建替え
下水道事業計画区域外等の対象区域
建替え・増改築に伴う転換も対象

期限と通常転換の上乗せ
申請：2026年4月1日～12月28日

解体・更地化の前に申請 新築、すでに更地の建替え、既存槽が合併処理浄化槽
の場合は対象外。既存建物・既存槽の撤去前かつ浄化槽工事着手前に相談・申
請が必要です。

出典：船橋市「令和8年度 住宅用設備等脱炭素化促進事業」 確認：2026-07-27　／　出典：船橋市「高度処理型合併処理浄化槽の転換設置」 確認：2026-07-27 10 / 22

https://www.city.funabashi.lg.jp/machi/kankyou/004/p035670.html
https://www.city.funabashi.lg.jp/machi/gesui/008/p003458.html


制度比較｜令和8年度

我孫子市
2制度を、補助額・対象・申請時期・注意点の順で比較
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住宅用設備等脱炭素化促進事業
太陽光 8 万円・上限

公式ページ

補助額
太陽光｜2万円／kW・上限8万円
エネファーム｜上限10万円
蓄電池｜上限7万円・太陽光併設
V2H｜1／10・上限25万円
EV・PHEV｜太陽光＋V2Hで15万円／太陽光で10万円

新築時の対象判定
新築工事中でも設備工事着工前なら蓄電池等は対象
新築と同時に設置する太陽光は対象外

申請・受付状況
契約後、設備工事着手前に申請
申請：2026年4月1日～2027年2月1日

太陽光は引渡し後の別工事に分ける 市補助を使うなら、住宅新築と同時施工に
せず、建築完了後に別契約・別着工とする必要があります。

高度処理型合併処理浄化槽補助金
最大 40.8 万円・10人槽

公式ページ

設置補助額
5人槽 34.2万円
6～7人槽 36.3万円
8～10人槽 40.8万円

対象
下水道供用区域・地域し尿処理施設区域外
販売目的の浄化槽付き住宅は対象外

転換上乗せと申請
単独槽撤去：上限18万円
上乗せは建替えによる転換を除く

住所で対象区域を確認 新築でも本体設置補助は対象になり得ますが、下水道供
用区域等は対象外。土地契約・設計の初期に資源循環推進課へ確認してくださ
い。

出典：我孫子市「住宅用設備等脱炭素化促進事業補助金」 確認：2026-07-27　／　出典：我孫子市「高度処理型合併処理浄化槽補助金」 確認：2026-07-27 11 / 22

https://www.city.abiko.chiba.jp/anshin/kankyo_kougai/chikyuondanka/shoenergy_hojo.html
https://www.city.abiko.chiba.jp/kurashi/sumai/shinyo_jokasou/koudoshori.html


制度比較｜令和8年度

野田市
2制度を、補助額・対象・申請時期・注意点の順で比較

PAGE 12

結婚新生活支援事業
最大 60 万円

公式ページ

補助上限
夫婦ともに29歳以下 60万円 婚姻日の年齢で判定
夫婦ともに39歳以下 30万円 上記以外

注文住宅で対象となる費用
婚姻を機に野田市内で新たに住宅を取得した費用
支払対象期間： 2026年4月1日～2027年3月31日。婚姻届提出日の60日
前より前に支払った部分は対象外。

主な要件
2026年1月1日～2027年3月31日に婚姻届を提出・受理
申請日に夫婦のいずれかが対象住宅に居住し、野田市に住所を有する

申請前に必ず企画調整課へ相談 市は婚姻後3か月以内を目安に早めの相談を案
内しています。予算到達で受付終了する場合があります。

住宅用設備等脱炭素化促進事業補助金
V2H 25 万円／蓄電池7万円

公式ページ

太陽光と組み合わせる設備
定置用蓄電池｜上限7万円・太陽光併設
V2H｜対象経費の1／10・上限25万円 太陽光＋EVまたはPHVが必要
EV・PHV｜太陽光併設：上限10万円 太陽光＋V2H：上限15万円

申請条件
2026年度内に未使用設備の設置工事を開始・完了
工事完了・支払完了後に申請

太陽光パネル単体への補助はありません 令和8年度の対象は、太陽光を併設す
る蓄電池・V2H・EV等です。

出典：野田市「結婚新生活支援事業」 野田市 確認：2026-07-27　／　出典：野田市「令和8年度 住宅用設備等脱炭素化促進事業補助金」 野田市 確認：2026-07-27 12 / 22

https://www.city.noda.chiba.jp/kurashi/1016881/1016976/index.html
https://www.city.noda.chiba.jp/kurashi/oshirase/toshi/1049981.html


制度比較｜令和8年度

東京都全域
2制度を、補助額・対象・申請時期・注意点の順で比較
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東京ゼロエミ住宅普及促進事業
戸建・水準A 240 万円＋設備助成

公式ページ

水準別｜戸建住宅の性能と建設費助成
水準｜外皮平均熱貫流率 UA（W／㎡・K）｜国の省エネ基準からの削減率｜助成
額
水準C｜0.60以下｜30％以上｜40万円／戸
水準B｜0.46以下｜40％以上｜160万円／戸
水準A｜0.35以下｜45％以上｜240万円／戸

設備助成｜太陽光・蓄電池・V2H
太陽光 3.6kWまで｜12万円／kW・上限36万円｜オール電化は13万円／kW・上限
39万円
太陽光は未使用品・合計50kW未満。機能性PVは製品区分により1～10万円／kW
を加算。蓄電池は対象登録品を使用し、2026年10月1日以降の設計確認申請では令
和8年度SII登録品が必要です。

対象となる住宅・申請者
東京都内に新築・建替えする住宅。延床面積の合計2,000㎡未満

手続きの順序｜認証と助成は別手続き
認証審査機関へ 設計確認申請 設計確認書を受領 助成金を交付申請 工事完了・完
了検査 認証書を受領 実績報告・請求 金額確定後に入金
助成金受付：2026年4月1日～2027年3月31日。交付申請は原則電子申請で、受付
最終日は17時まで。助成申請は工事完了前・認証書交付前に済ませます。
着手前に設計確認申請。対象工事を先に始めると対象外。

家庭における太陽光発電導入促進事業
3.6kW以下 12 万円／kW

公式ページ

新築住宅の助成額
3.6kW以下 12万円／kW 上限36万円
3.6kW超 10万円／kW 50kW未満・対象経費が上限

対象設備の主な要件
未使用品を都内住宅または敷地内に新規設置

制度選択
東京ゼロエミ住宅を建築｜東京ゼロエミ住宅側の太陽光設備助成を利用
一般の新築住宅｜本ページの太陽光発電導入促進事業を検討

原則、契約前に事前申込 2026年度の事前申込は5月29日開始。受付通知後に契約・着
工する流れです。

出典：東京都・クール・ネット東京「令和8年度 東京ゼロエミ住宅普及促進事業」 制度リーフレット 申請の手引 確認：2026-07-27　／　出典：東京都・クール・ネット東京「令和8年度 家庭における太陽光発電導入… 13 / 22

https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/tokyo_zero_emission_house/tokyo_zero_emission_house_r08_fukyu/
https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/fam_solar/r8/


制度比較｜令和8年度

葛飾区｜建替え・不燃化
2制度を、補助額・対象・申請時期・注意点の順で比較

PAGE 14

木造住宅 建替え助成
最大 220 万円

公式ページ

助成額
耐震診断時に算定する耐震改修概算見積額
建替え工事に要する費用
次のいずれか低い金額の 2／3 上限220万円

既存住宅の要件
葛飾区内の2階建て以下の木造住宅
建替え承認前に工事契約・着工していない

建替え後の住宅
耐火建築物等、または準耐火建築物等
省令準耐火建築物等は本助成の対象外

手続きの順番
区へ相談・無料診断申請 耐震診断 評点1.0未満 建替え承認申請 承認後に契
約・着工
建替え助成と除却助成は併用不可。国・都の省エネ補助と併用できない場合
があります。

令和8年度の承認申請期限：2026年12月11日 間に合わない場合は区へ相談。必
ず契約前に建築課へ確認してください。

不燃化特区内 木造住宅建替え助成
除却＋設計 220 万円＋建築費助成

公式ページ

対象エリア
四つ木一・二丁目
東四つ木三・四丁目
東立石四丁目
堀切二丁目周辺・四丁目
堀切は区域内外があるため、住所ごとに案内図で確認。

既存建物・申請者の要件
主要構造部が木造または軽量鉄骨造
所有者または2親等以内の親族が申請

助成額の構成
1 除却｜延床面積×36,000円と実費の低い方

建替え後の住宅
既存住宅と同じ敷地の全部または一部に新築
新築建物は関係法令・地区計画等に適合

工事前に都市計画課へ相談 対象区域・既存建物・新築構造の判定後、承認を受
けてから契約・着工してください。

出典：葛飾区「木造住宅の耐震診断士無料派遣、建替え・除却助成」 葛飾区 確認：2026-07-27　／　出典：葛飾区「不燃化特区内の建替え助成制度」 葛飾区 確認：2026-07-27 14 / 22

https://www.city.katsushika.lg.jp/kurashi/1003399/1030171/1028654/1028656.html
https://www.city.katsushika.lg.jp/planning/1003610/1015489/index.html


制度詳細｜令和8年度

葛飾区｜高断熱住宅・省エネ設備
注文住宅・建替えで判断に必要な条件を整理

PAGE 15

かつしかエコ助成金
高断熱住宅：15～110万円／戸

公式ページ

新築の中心は「高断熱住宅」助成

等級5
15万円

等級6
60万円

等級7
80万円

正式なZEH
＋30万円

葛飾区内に新築し、自ら居住する個人が対象。
引渡し日から交付申請書の提出まで1年以内。
建設住宅性能評価書または第三者評価のBELS評価書で、断熱等級を証明。
長期優良住宅の認定は不要。延べ床面積の最低要件も設けられていません。

「国のZEH水準」と「葛飾区のZEH加算」は別判定
葛飾区の30万円加算は、BELS評価書に正式な「ZEH」表示がある住宅。
Nearly ZEH・ZEH Orientedは30万円加算の対象外。

太陽光・蓄電池・HEMS等
太陽光発電：6万円／kW・上限30万円
蓄電池：対象経費の1／4・上限20万円
HEMS：2万円／1台
V2H：本体価格の1／3・上限15万円
太陽光＋蓄電池：5万円加算／太陽光＋HEMS：1万円加算

国・都制度との併用
国・都の補助制度と原則併用可能。
補助金合計が助成対象経費を超える場合は、超過分を減額。
建替え助成など、別制度側に併用制限がある場合は事前確認。

高断熱住宅｜事後申請
住宅の引渡し後に申請。引渡しから1年以内かつ、令和9年3月31日必着。事前協議4
週間前の対象ではありません。

太陽光・蓄電池・HEMS等｜原則事前協議
対象設備は原則、工事着工または引渡しの4週間前までに申込み。区の回答到着後
に工事・引渡しへ進みます。

国ZEH水準＋区等級5
35万円＋15万円＝計50万円

国GX＋区等級6
110万円＋60万円＝計170万円

正式なZEHの場合
区助成は断熱等級額に30万円加算

出典：葛飾区「令和8年度 個人住宅用かつしかエコ助成金」 葛飾区 確認：2026-07-27 15 / 22

https://www.city.katsushika.lg.jp/kurashi/1000062/1023018/1035385/1030818.html


制度比較｜令和8年度

江戸川区
2制度を、補助額・対象・申請時期・注意点の順で比較
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不燃化特区 耐火建築物等建替え助成
除却 2.3 万円／㎡＋建築費

公式ページ

助成内容
老朽建築物取壊し｜実費と延床面積×2.3万円の低い額
石綿調査・除去｜実費と延床面積×1万円の低い額
耐火建築物等の新築｜1～3階の床面積に応じた区基準額

対象4地区
南小岩七・八丁目周辺
事業期限は2031年3月31日まで延長。

建替え要件
1981年6月1日前の旧耐震木造を除却
除却助成後に耐火・準耐火建築物を新築

フラット35地域連携型の対象事業 江戸川区から利用対象証明書を取得すると、
地域活性化型として当初5年間・年▲0.25％の金利引下げ対象になり得ます。

老朽住宅除却助成制度
上限 100 万円・一部地域等

公式ページ

助成の位置づけ
旧耐震住宅の除却費 最大100万円
一部の対象地域と空き家は、令和8年度から上限50万円を100万円へ拡
充。通常区分・算定額は個別確認。

対象となる住宅
1981年5月31日以前の旧耐震基準で建築
予算上限で受付終了

令和8年度の期限
除却の申請期限：2026年12月25日
工期が間に合うか解体業者と申請前に確認

フラット35地域連携型の対象事業 江戸川区の利用対象証明書を取得すると、防
災対策の地域活性化型として当初5年間・年▲0.25％の対象になり得ます。

出典：江戸川区「不燃化推進特定整備事業」 確認：2026-07-27　／　出典：江戸川区「住宅・建築物の耐震化助成制度」 確認：2026-07-27 16 / 22

https://www.city.edogawa.tokyo.jp/e019/toshikeikaku/saigainitsuyoi/funenka/index.html
https://www.city.edogawa.tokyo.jp/e021/kurashi/sumai/taishin/taishin_josei.html


制度比較｜令和8年度

足立区｜除却・建替え
2制度を、補助額・対象・申請時期・注意点の順で比較
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木造住宅・建築物への耐震助成（除却）
特定地域 200 万円／一般150万円

公式ページ

助成額
一般地域 最大150万円 除却工事費の9割
特定地域 最大200万円 除却工事費の9割
助成率・上限額・延床面積による上限算定のうち、適用される低い
額。消費税対象外、千円未満切捨て。

対象となり得る住宅
旧耐震｜1981年5月31日以前の旧耐震基準で建築された居住用建築物等
新耐震木造｜1981年6月1日～2000年5月31日に着工した、2階建て以下
の在来軸組工法の木造住宅

建替え案件での注意
足立区の助成を受けた耐震診断が必要
診断契約・除却契約の前に、それぞれ助成申請

「建替え工事150万円」ではありません この制度が補助するのは既存住宅の除
却費です。新築建物の工事費を補助する制度ではありません。

不燃化建替え費用・建築費助成
解体費 280 万円＋設計＋建築

公式ページ

助成の構成
解体費｜最大280万円
設計・監理費｜最大70万円 （延床150㎡以上の場合）
建築費｜新築構造・1～3階床面積等に応じた額
高齢者世帯加算｜要件を満たす二世帯住宅等に 一律200万円

対象区域
西新井駅西口周辺地区、または足立区中南部一帯地区のうち、 防災街
区整備地区計画区域内 。
町丁目の一部のみが対象となる場所があります。住所ではなく、区の区
域図で敷地ごとに判定してください。

建替え要件
既存建物が木造または軽量鉄骨造
建替え後は耐火建築物または準耐火建築物

工事着手前に申請 既存建物を壊す前、新築工事を始める前に、対象区域・構
造・助成額を建築防災課で確認してください。

出典：足立区「木造住宅・建築物への耐震助成（旧耐震・新耐震）」 旧耐震 ／ 新耐震 確認：2026-07-27　／　出典：足立区「不燃化特区について」／令和8年4月パンフレット 足立区 確認：2026-07-27 17 / 22

https://www.city.adachi.tokyo.jp/k-bousai/machi/taishinka/sokushin-taishin.html
https://www.city.adachi.tokyo.jp/k-bousai/machi/toshi/adatikutyuunannbuittaitikufunennkatokkunituite.html


制度比較｜令和8年度

足立区｜不燃化・省エネ
2制度を、補助額・対象・申請時期・注意点の順で比較
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都市防災不燃化促進事業
対象区域限定 建築費 ＋除却費等

公式ページ

対象となる主な沿道
補助136号線 扇・本木地区
補助138号線 西新井駅西口地区
補助138号線 興野・本木地区
補助138号線 江北地区
補助261号線 西竹の塚地区

注文住宅で対象になる内容
燃えにくい建物を新築・建替えする際の建築費の一部

ご計画の初期に確認すること
2030年3月31日｜補助136号線扇・本木、補助138号線興野・本木
敷地が対象沿道30m内か 防火地域・高度地区の指定 既存建物の構造・
築年 新築建物の耐火性能 建築主・用途の適格性 緑化等の追加基準

着工後は申請不可 工事着手のおおむね1か月前までに助成申請が必要です。設
計初期に建築防災課へ事前相談してください。

太陽光発電システム・蓄電池設置費補助金
区内事業者利用 28.8 万円／通常24万円

公式ページ

太陽光発電の補助額
通常 6万円／kW 上限24万円
区内事業者と契約 7.2万円／kW 上限28万8,000円

蓄電池
通常｜上限5万円
区内事業者と契約｜上限6万円

主な要件
区内建築物に未使用設備を新規設置
リース、買替え、2台目以降の増設は対象外

2026年度は4期制・各期予算制 第2期は7月1日～9月30日。第3期10月1日～12
月28日、第4期2027年1月4日～2月26日。各期数日で終了する場合がありま
す。

出典：足立区「不燃化促進事業による建築費助成等のご案内」 足立区 確認：2026-07-27　／　出典：足立区「太陽光発電システム及び蓄電池設置費補助金」 足立区 確認：2026-07-27 18 / 22

https://www.city.adachi.tokyo.jp/k-bousai/machi/machizukuri/201804funennkasokusinnjigyou.html
https://www.city.adachi.tokyo.jp/kankyo/kurashi/kankyo/taiyoukouhatuden.html


制度比較｜令和8年度

三郷市・八潮市
2制度を、補助額・対象・申請時期・注意点の順で比較
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家庭用ゼロカーボン促進補助金
EV・PHEV 10 万円

公式ページ

補助対象
EV・PHEV 10万円
住宅への給電機能と、住宅側からの充電機能の両方が必須。

主な要件
三郷市民、市税等完納
中古・リース対象外

申請
受付：2026年5月1日～12月25日

太陽光・蓄電池の市補助ではありません 令和8年度の公式ページで確認できる
家庭用ゼロカーボン補助はEV・PHEVのみ。住宅本体の新築費には使えませ
ん。

太陽光発電システム等設置費補助金
蓄電池・V2H 5 万円

公式ページ

住宅用の補助額
太陽光（1～10kW未満）｜3万円
エネファーム｜1万円
エコキュート｜1万円
蓄電池｜5万円
V2H｜5万円

対象者
自ら居住する八潮市内住宅へ設置
申請時に八潮市民、市税等完納

申請
2026年4月1日～2027年3月23日
設置工事完了後に窓口申請、郵送不可

太陽光は電力会社との特定契約資料が必要 モジュール配置図、設備型式、設置
完了写真とともに、特定契約を確認できる書類を保管してください。

出典：三郷市「令和8年度 家庭用ゼロカーボン促進補助金」 確認：2026-07-27　／　出典：八潮市「令和8年度太陽光発電システムなどの設置費補助金」 確認：2026-07-27 19 / 22

https://www.city.misato.lg.jp/soshiki/shiminseikatsu/kurinraifu/8/12740.html
https://www.city.yashio.lg.jp/kurashi/sumai_community/sumai/R7_taiyoko.html


制度比較｜令和8年度

越谷市・吉川市
2制度を、補助額・対象・申請時期・注意点の順で比較
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ゼロカーボン推進補助金
ZEH 20 万円

公式ページ

家庭用の補助額
ZEH新築｜20万円
太陽光｜2万円／kW・上限8万円、市内事業者なら10万円
蓄電池｜5万円
V2H｜5万円
EV・PHEV｜5万円

ZEH新築の要件
BELSでZEHを証明できる住宅
Nearly ZEH・ZEH Orientedは対象外

後期の工程
10月5日申請開始、電子フォームも同日公開予定
設計図・見積契約・着工前写真・BELS等を準備

前期終了／後期：2026年10月5日～16日 受付期間外は申請不可。予算超過時は
抽選、交付決定前の購入・着工は対象外です。

住宅用太陽光発電設備等設置事業補助金
太陽光＋蓄電池 10 万円

公式ページ

補助額
太陽光4kW未満 3万円
太陽光4kW以上 4万円
蓄電池のみ 5万円
太陽光＋蓄電池：定額10万円

ZEH新築の要件
ZEH新築に合わせて対象設備を設置

申請
受付開始：2026年4月1日
工事完了後に申請

一般の新築ではなくZEH新築が対象 新築住宅で利用する場合、国ZEH補助金の
額確定通知が必要。計画段階で国ZEH補助とのスケジュールを合わせてくださ
い。

出典：越谷市「令和8年度ゼロカーボン推進補助金」 確認：2026-07-27　／　出典：吉川市「令和8年度住宅用太陽光発電設備等設置事業補助金」 確認：2026-07-27 20 / 22

https://www.city.koshigaya.saitama.jp/kurashi_shisei/kurashi/kankyo/kankyoseisaku/zerocarbon.html
https://www.city.yoshikawa.saitama.jp/index.cfm/23,59978,122,687,html


地域比較｜令和8年度

千葉県｜比較早見表
自治体ごとの制度・フラット35・新築建替え条件を一覧で比較
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注文住宅・建替えで確認したい制度

自治体 主な掲載制度 フラット35 浄化槽の新築・建替え

松戸 親元近居・結婚・省エネ設備 ○ 子育て支援 敷地条件により確認

流山 太陽光・蓄電池（2制度） － 敷地条件により確認

市川 近居・省エネ設備 － 敷地条件により確認

鎌ケ谷 結婚・太陽光・蓄電池 － × 新築・建替え対象外

柏 太陽光・蓄電池等 － 敷地条件により確認

船橋 太陽光・浄化槽 － △ 建替え転換のみ

我孫子 省エネ設備・浄化槽 △ 改修のみ ○ 新規設置可

野田 結婚・省エネ設備 － 敷地条件により確認

記号： ○ 注文住宅に利用可能性あり／△ 条件限定／× 新築・建替えは明示対象外／－ 現行のJHF連携一覧に掲載なし。

契約・着工前
松戸の親元近居は請負契約前に事前
相談
柏の高額太陽光は交付決定前の契約
が対象外

完成・設置後
市川・鎌ケ谷の設備補助は完成資料
を準備
流山は引渡日・設備写真・領収書を
確認

主な期限
松戸結婚新生活：2027年3月31日
鎌ケ谷設備：2027年1月29日17時

併用・対象
国費を含む住宅取得補助は対象経費
を照合
浄化槽は新築・建替え対象外の自治
体あり

出典：各自治体公式サイト・住宅金融支援機構（個別ページは各制度ページに記載） 確認：2026-07-27

連携自治体一覧
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https://www.flat35.com/loan/lineup/chiikirenkei/organizations.html


地域比較｜令和8年度

東京都・埼玉県｜比較早見表
自治体ごとの制度・フラット35・新築建替え条件を一覧で比較
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注文住宅・建替えで確認したい制度

自治体 主な掲載制度 フラット35 補足

東京都全域 東京ゼロエミ住宅・太陽光 ○ グリーン化 ゼロエミ水準A・Bが連携対象

葛飾区 建替え・不燃化・太陽光 ○ 防災 東京都全域制度も対象

江戸川区 不燃化建替え・除却 ○ 防災 東京都全域制度も対象

足立区 除却・不燃化・太陽光 ○ 防災 東京都全域制度も対象

三郷 住宅給電対応EV － 市の住宅用太陽光補助は確認できず

八潮 太陽光・蓄電池等 － 設置後に申請

越谷 ZEH・太陽光・蓄電池 － 後期10/5～10/16

吉川 ZEH・太陽光・蓄電池 － 浄化槽は新築・建替え対象外

契約・着工前
東京太陽光は原則、受付通知後に契
約
葛飾・江戸川・足立の建替えは事前
承認

完成・設置後
八潮は設置工事完了後に窓口申請
吉川は工事完了後、国ZEH通知等を
提出

主な期限
越谷後期：2026年10月5日～16日
足立設備補助は4期制・各期予算制

区域・併用
不燃化助成は対象区域を敷地単位で
確認
東京都・区制度の対象経費重複を照
合

出典：各自治体公式サイト・住宅金融支援機構（個別ページは各制度ページに記載） 確認：2026-07-27

連携自治体一覧
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https://www.flat35.com/loan/lineup/chiikirenkei/organizations.html

